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職業階層 登録者数 増減 登録者数 t包滅 釜録者数 i曽滅
1974!手印刷年 1995年 74・84 84-95 1974~ 1984年 1995年 74・84 84・95 1974年印刷隼 1995年 74・1414・95
専門 21675 27954 69653 6279 41699 4811 7550 12657 2669 5107 16794 20404 56996 3610 36592 
管理 8275 11427 26840 10152 1413 4797 13306 18136 1509 4130 3471 5121 1704 1643 3583 
事務 26791 45685 90739 18894 45054 20954 37005 52597 16051 15592 5137 1610 31142 2843 29462 
販売 35637 38663 41508 3026 2845 30593 34770 35520 4177 750 5044 3893 5988 -1151 2095 
サービス 10624 19978 39833 9354 19855 6404 11794 11763 5390 -31 4220 1184 28070 3964 19816 
マニュアル 83084 68379 193858 -14705 125479 80888 65451 49370 -15437・16081 2196 2928 144488 732 141560 
無線 563008 621799 899940 58791 278141 490289 517259 486333 26970・36926 72719 104540 413607 31821 309067 
隆1土 749094 840885 13623711 91791 5214861638806 687135 666376 48329・20759110288 153750 6959~ 43462 542245 
表3-2 職業階層別の外国人登録者数の推移一国籍別、東京都ー
総数 韓国・朝鮮 その他
職業階層 登録者数 t普減 登録者数 増減 登録者数 増減
1974年印刷年 1995年 74・84 84・95 1974年印刷年 1995年 74・84 84・95 1974年印刷年 1995年 74・8484-95 
専門 6842 8804 17613 1962 1809 1368 1859 2789 491 930 5474 6945 14824 1471 7879 
管理 n71 5567 8900 2296 3333 1349 2580 3638 1231 1058 1922 2987 5262 1065 2275 
事務 7497 11021 23148 3524 12127 5056 7222 10502 2166 3280 24‘1 3799 12646 1351 8147 
販売 5716 5485 5478 2ー31 -1 4258 4461 4103 203 -358 1458 1024 1375 -434 351 
サービス 2326 4388 7967 2062 3579 1085 2093 1436 1008 -657 1241 2295 6531 1054 4236 
マニュアル 7567 5736 7795 -1831 2059 7143 5157 3555 -1986 申 1602 424 579 4240 155 3661 
無職 80410 95197 176052 14787 80855 54175 57665 680n 3490 10367 26235 37532 108020 11297 70488 
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口宅地 日オープンエリア 図道路 図水面 圏交通施設用地 圏その他
資料:東 京)土地利用現況調査 (1986)
ニュー ヨー ク)IBSデータ (1988) 
ロンドン)GLCC (1971) 
パリ)IAURIF (1982) 
図4-4 土地利用の比較
(倍)
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¥東京
。
東京都心3区 中心8区
レd、ご/V レの{/ν
図4-5 職住比の比較
そこに集まっているわけです。
23区レベル
東京はもう少し広い範囲に就業人口が散らばっ
ているんです。しかし、散らばっているといって
も密度はかなり高く、ロンドン、パリを凌いでい
るということでありますが、量としてはニューヨー
クよりも多いわけです、都心で働く人の数が。逆
に都心に住む人は、これが夜間人口ですが、非常
にくぼんでいることでおわかりになるように、す
ごく少ないです。ニューヨークなどの場合は、働
く人も多いけれども、住んでいる人も多いわけで
す。パリとかロンドンについても、東京に比べる
と比較的というか、かなり大勢の人が住んでいる。
一番下のグラフを見ていただきますと、これはそ
れを比率であらわしたもので、職住比という、働
いている人と住んでいる人の割合をあらわしてい
るわけですが、一番都心、これは都心、それから
少し広い範閥、もっと広い範囲、だんだん広くな
るとこれが一致するわけです。非常に広範囲では
職住が一致するわけですが、ピンポイント、都心
部局地では東京が一番高いわけです。
つまり、住んでいる人に対して働いている人の
割合がうんと高い。つまり、住宅がなくオフィス
だけだということでありまして、いつの間にかこ
ういった過密都市が形成されたわけです。最近の
話題はオフィスが余っているとか、あるいは地価
が下がってきたということでありますが、しかし、
考えてみると東京を離れて、みんなが大阪に戻っ
たとか、あるいはほかの地方都市に行ってしまっ
て帰ってこないという話題も聞かないわけであり
ます。つまり、今は大体バランスしてきているん
です。つまり、大きくは東京、あるいは東京圏の
人口、あるいは職場は減っていないわけでありま
すし、地方では逆に増えてはいなしミ。ところが、
今まで、特にバブルの時期、集中がひと暑かったわ
けですが、そういう状態は回避されているという
ことなんです。いわば高値安定といいまか、過密
状態で停滞しているというのが実態であります。
その当時東京都でやった調査では、やはり東京は
快適な都市という基準から見ると問題が多いとい
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うのが結論であります。これは報告書の一部抜粋
でありますが、住宅、鉄道、道路、廃棄物、大気
汚染という領域で、東京は非常に将来不安である
と。不安であるというよりも、問題が解決できな
いという指摘を、この報告書ではしているわけで
す。
例えば住宅というのは、これは単に住むという
ことではなくて、望む質の住宅に払える費用、コ
ストです、住める。年収の5倍という基準があり
ますけれども、そういう価格でみんなが望む住宅
に入れる。そういう基準を設けると、今でも難し
いです。最近、マンションの値段が下がっている
ということでありますが、よく見ると面積も小さ
くなっているんです。だから、小さなマンション
にそれなりに年収の5倍、あるいは5倍以下の価
格で入れるということですが、質を考えると、ま
だ望む質のものは手が届かない。鉄道の混雑、通
勤の混雑もとまらない。まだひどい水準だ。道路
の混雑もそうだ。特に廃棄物は最終的に埋め立て
るという方法を日本でも、東京でもとっているわ
けですが、埋め立てる場所がなくなってきている
わけです。これは非常に深刻な問題であります。
大気汚染も、特に NOxについて、まだ環境基
準を満たしていないということであります。さら
に最近では地球環境ということで、温暖化防止の
ためにCO2の排出を抑制しなければいけないん
だという新たな課題が出ているわけですが、それ
を取り上げれば、それも深刻な状態にあるという
ことです。東京は過密であるがゆえの混雑、特に
鉄道や道路、あるいはボリュームが大きいゆえの
問題、廃棄物などがそうです。あるいは大気汚染
もそうであります。それから、職住のバランスが
悪いという意味で、住宅問題が非常に深刻になっ
ているという問題は、問題が今の瞬間に悪化して
いないかもしれない。廃棄物などは日々悪化して
いるわけですが、停滞しているかもしれないけれ
ども、その絶対水準というのは必ずしもよくない
わけであります。
したがって、そういう意味では3，000万の東京
圏、あるいは4，000万の首都圏という、我々がつ
くってしまったこのボリュームというのは、率直
に言って問題であるというふうに言わざるを得な
いわけであります。したがって、もし分権をして、
あるいは行政改革を行って、そういう政治行政が
やれる範囲のことをやって、それに民間の方がい
ろいろ反応すれば、多少全国の各地が均等に使わ
れるようになるのではないかという期待があるわ
けですが、そういうことをして東京が少しスリム
になるということで、我々東京に残って住む人の
環境がよくなれば、それはそれで1つの成果であ
りますカ大もしそうならないで、なおこういった
過密状態が続けば、その上で、例えば首都の本体
を移すとかいう、さらに次のステップが必要にな
るのではないかというふうに、私は思っているわ
けです。
きょうのテーマである広域、国土計画とか、あ
るいは首都圏計画という文脈では、今のあたりが、
つまりそういう広域計画の領域においても、分権
化、行政改革というのが外せない課題になってき
ていて、それとの関係で首都機能移転というもの
もとらえる必要があるのではないかというのが、
私の主張であります。
首都圏計画と東京都の役割
最後にひとつだけ、時聞がありませんが、つけ
加えますと、最初のこのタイトルにまつわる問題
として国土計画、あるいは首都圏計画における東
京の役割というところの、仮にそれを東京都の役
割というふうに読みかえたときに、役割がないこ
とが問題だというふうに申し上げたわけですが、
これは典型的な上からの計画なんです。国が国の
計画をつくる。これはいいとして、首都圏という
のは、ある地域のローカルな計画です。これを伝
統的に日本では国がつくってきたわけです。しか
し、よく考えてみると、ここに 1都7県という自
治体があるわけです。そのうちのもう少し小さな
ところでは、サミットという組織がつくられてい
るわけです。広域に計画をつくるというのは、こ
れは必要なことにだんだんなってきているわけで
す、我々の活動範囲が広がっているという意味で。
したがって、それを踏まえるならば広域計画は必
要だと、首都圏という範囲での計画は必要かもし
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れない。しかし、その主体は国ではなくて、むし
ろ自治体連合のようなものがそれをつくっていく
ということが必要ではないかと、私はかねてから
思っています。
そういう意味では、今そういう議論があまりな
いわけです。 1都7県でまとまって首都圏の計画
をつくろうとかいう動きはないわけですが、ぜひ
東京都のような自治体が音頭を取って、広域計画
を自分たちでつくっていくんだと。それが計画に
おける分権化ということにもつながっていくので
はないかというふうに思います。以上で私のお話
を終わりにさせていただきます。どうも、ご清聴
ありがとうございました。
5.分権の時代の首都自治体・東京の役割
磯部 力
既に大西先生をはじめとして、私が申し上げた
かったことの一部は触れられておりますので、後
からしゃべる人間の特権として、重複する部分は
極力避けることにして、要点だけを申し上げると
いうことにしたいと思います。
私の専門は法律学、行政法でございます。した
がって東京という都市のあり方についても、専ら
法制度という角度から考えてみるということにな
るわけです。これが都市の構造とかデザインとか、
物理的、空間的な話ですと大分イメージがわかり
やすいような気がするんですけれども、法制度を
どう変えるかという話は直接目に見える話ではあ
りませんので、どちらかというとわかりにくい、
敬遠したいという方が多いかもしれません。しか
し、皆さんの身近な生活に直接関係ないかという
と、決してそんなことはないわけであって、これ
は大いに関係のある話です。そういう意味で、地
方分権改革と、首都機能移転という問題が、東京
にとってどういう意味を持っかということを、主
として法制度の面からお話ししてみたいと思いま
す。
国家の統治と地方自治
具体的な話から入るとして、例えば最近厚生省
の高級官僚のスキャンダルが注目を集めておりま
す。あれはいろいろなことを考えさせられる事件
であるわけですけれども、別にその論評をしよう
というわけではないんですが、ああいう事件は決
して新しい問題ではなくて、同じような話は昔か
らあったわけです。ああいう問題が起こる制度的
な背景の 1つとして、国が出す補助金とそれに群
がる利権という構図があることは否定できない。
つまり、皆さんの払う税金のかなりの部分が国の
レベルに集まってしまって、それがまたかなりの
部分、補助金とか交付税交付金などという制度を
通じて、地方におりてきて、大部分は地方自治体
のレベルで支出されることになります。東京都民
が納めている税金は大変巨額に上るわけですけれ
ども、そのわりには東京都や区市町村におりてこ
ないという問題はあるんですが、それはともかく
としまして、お金がーたん固に行って、そこから
おりてくると、それにいっぱい紐がついている。
それはそうですね。お金は出して、口は出さない
というのは、なかなか実際問題として難しいこと
でありまして、必ず口は出す。
また、自治体がそれぞれ地域の実情に応じてい
ろいろな仕事をしようとしても、国のつくった基
準があって、その基準に合っていないとお金も出
てこないとなりますと、なかなか不自由なもので
あります。要するに、国家の統治構造が基本的に
中央集権的な仕組みになっているわけです。これ
がいろいろな意味で、現代日本の行政システムに
生じている諸問題の根源というふうに言わざるを
えないわけです。もっとも、集権的なシステムと
いうのは常に悪かというのはちょっと短絡に過ぎ
るわけでありまして、集権か分権かというのは所
詮相対的な話です。世界史上、古今東西、完壁な
中央集権国家とか、完壁な分権国家というのは実
際上は存在しなかったわけで、どんな国も大なり
小なり集権的であり、大なり小なり分権的である
わけです。ただ、そのバランスが問題なわけで、
それが時代の要求に合っているかどうかというこ
とが問題なんだろうと思います。
我が国も明治以来の世界史的な状況の中で、先
進国に固まれて、その圧力の中で追いつけ追い越
せと一生懸命ゃったわけで、そういうときに集権
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的なシステムというのはそれなりに立派な役割を
果たした。その歴史的な意味は評価しておかなけ
ればならないと思いますけれども、その反面とし
て切り捨てられてしまったもの、それによって失
われたものが今やもっと大事になってきた。時代
が変わってきたわけですから、ここで何とか少し
分権の方向にバランスを回復しなくてはならない
ということについては、もう皆さんの合意がある
ところだろうと思います。
「東京問題Jと自治体としての東京都
この集権的な仕組みというのは、ょくすべてが
ーたん東京に集まって、東京で決定され、東京か
ら配分されるというように表現がされることがあ
ります。その場合の東京というのは、自治体とし
ての東京を指しているわけではもちろんなくて、
まさに国の中央行政、あるいは国会といったこと
を意味しているわけです。つまり、東京という言
葉は、いい意味でも悪い意味でも集権主義、集権
化のシンボルという役割を担ってきたと思います。
実は、昔から東京には自治体としての東京市とか、
あるいはいろいろな区とか、東京府という時代も
ありましたが一東京府が自治体であったかどうか
は問題ですが、それはそれなりに存在していたん
ですけれども、東京の自治の話というのは比較的
印象が薄いわけであります。世界史的に見たら、
こんなに大きな都市自治体というのは、まず古今
東西あまり例がないわけであって、東京都は世界
で一番大きな白治体と言ってもいいんですね。
しかし、東京と一言で言ってしまうと、その首
都自治体という側面はどこかへ行ってしまって、
それは集権化のシンボルであるということになっ
てしまう。しかし、これからはまさにベクトルが
逆に向いて、分権の時代になっていく。そこで、
実は集権の最大のシンボルで、あったはずの東京が、
分権のシンボルにもなりうるのかもしれない。
「分権のシンボルとしての東京」という言葉を今
この時点で使いますと、何か一種の逆説的な、意
表を突いたような表現という感じがしますけれど
も、実はそうなるチャンスは大いにありそうで、
そういう意味で東京というものを自治体の問題と
してとらえてみるという問題提起を、ぜひしたい
と思うわけです。そして、自治体というのは、要
するに自治体という名の役所が、国の役所と同じ
ような一方的なことをやるという話ではないわけ
であって、自治体行政というのは、まさに住民が
主人公になるわけです。したがって自治体が主人
公になった東京ということは、要するに、住民が
主人公になった東京ということであり、東京の自
治の話をするということは、結局、東京が抱えて
いるさまざまな問題を、一体だれがどんな手続で
決めていくのかということ自体を問題にするとい
うことになるわけです。
首都機能移転
そういうふうに考えてみますと、首都機能移転
という大問題が、今回のレベルで進行しているわ
けですが、そういう引っ越しがいし晴、悪いかとい
う話より一つ前の次元で、首都機能移転というこ
とを一体だれが、どんな手続で決めるのという問
題があることに気づいていただきたいと思います。
この点は、分権的な問題意識から見ますと、非常
に不思議な感じがするんです。つまり宙に浮いて
いるような感じがする。確かに法律が存在して、
検討は始まっているのですけれども、首都が移転
するということについて、東京都民は今まで、意
見を言う機会があっただろうかというと、そうい
う手続の保障はないわけですし、移転先の候補地
が決まったとして、そこの住民にとってそれはど
ういう問題になるんだろうかというふうに考えま
すと、これからの分権化の時代においては、何を
決めるにも、一体だれが、どんな手続でそれを決
めていくのかというのが基本だという問題意識か
らすると、まさにこれまでのところ展開してきた
首都機能移転論というのは、非常に不思議な位置
づけになる。まず、そういうことを申し上げてお
きたいと思います。
時間が限られているというので、先にエッセン
スを言いたいということで申し上げるんですけれ
ども、そういう点で非常に対照的な開題なんです、
この分権という話と首都機能移転という話。その
対比を意識していただきたいと思います。
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意識改革としての地方分権
さて、レジ、ユメの 1番目のところで、まず意識
改革としての地方分権などと書きました。これも
やや奇をてらっているかもしれませんけれども、
地方分権というのは制度の改革の話で、役所の仕
組みの改革の話であると受けとるのが常識的でしょ
う。それが意識改革の問題であるかどうかという
ふうに考えていただけるかどうかというのは、実
はしかし、とても大事なことだということを強調
したい。そういう趣旨です。最初に首都機能移転
論のわかりヤすさと、分権論議のわかりにくさと
書きましたが、それも同じようなことでありまし
て、首都機能移転というと、およそ予備知識が何
もなくても、何か霞ヶ関とか永田町とか、あのあ
たりが空っぽになって、建物ごとといいますか、
人も建物もヲ|っ越すんだt。そうすると、その跡
地はどうするんだとかというようなイメージがわ
きますし、だれでも賛成とか反対とか意見が言い
やすいわけです。しかし、分権改革をしましよう
というと、まさに直接には目に見えない話になり
ますから、どうも役所の内部での権限争いの話な
のではないのという感じで、一般の市民に受け取
られてしまう。自分たちの生活に直接どういう関
係があるのかというところが、いまひとつぴんと
こないということがあると思います。
これは無理からぬ話です。例えば東京都の23の
特別区が、特別区という制度はどうも一人前の市
町村の扱いではないのでけしからん、ちゃんと23
の一人前の市になりましようということで、「都
区制度改革」というのが行われようとしています。
まだ実現していないのですけれども。 23区側は随
分お金も使って、区民、都民に対して、自分たち
の改革の意図をキャンベーンしました。相当いろ
いろなポスターもできたりして、やられたんです
けれども、いまひとつか、いまふたつぐらい、区
民や都民の反応は冷たかった。一体それは何の
ためにやるのと。自分たちに何の関係があるの
と。
例えば、ごみを出す。そのごみをちゃんと収集
日に出しておけば、行政が運んでいってどこかで
処理してくれる。これはとても大事なことです。
住民としては、そういうサービスを行政がきちん
とやってくれることは欲しているんだけれども、
それを区がやろうが、都がやろうが、国がやろう
が、どこかがちゃんとやってくれればそれでいい
よということになります。あとは役所の内部で適
当に相談して、一番能率よくやってくださいとい
うような気分でいらっしゃる方は多いだろうと。
しかし、そうではないんです。今の話を言いか
えれば、自分が払う税金一皆さんもたくさん税金
を払っておられると思いますけれども、その一部
が国税であり、その一部が地方税である。地方税
の一部が都税であり、特別区にお住みだ、ったら特
別区税、あるいは市町村税、それぞれ行きどころ
が違うわけですけれども、果たして自分が幾らず
っそれぞれのレベルの政府に払っているかという
のをまず大部分の方はご存知ない。税金のトータ
ルの量は気になりますけれども、それがどういう
割り振りになっているかということは、あまり気
になさっていないということがあろうかと思いま
す。これも同じような心理状態だと思います。
しかし、そこは違うんです。自分の払う税金が自
分の一番身近な政府のところにたくさん行って、そ
こで、その税金の使い道が一番身近な政府のレベ
ルで決まる。それはガラス張りで住民によく見える
ようになっている、自分たちの意見も言うことがで
きる、その意見を反映させることもできる。という
仕組みがきちんとできていけば、なるほど、それな
ら自分の払う税金はなるべく身近なところにたくさ
ん払いたい。こういうサービスをやると、これだけ
お金がかかる。しかし、それはぜひやってほしいサー
ビスだから、その分、多少は税金が高くなってもい
いとか。あるいは、こんなサーピスはもう要らない
から、その分税金を安くしろとか、そういう受益と
負担の関係が目に見えるようになってくる。
あるいは、相異なる立場での政策論争、それぞ
れが一体どういうメリット、デメリットを持って
いるのかということも、よりわかりやすくなって
くる。そういうことが見えてきたら、なるほど分
権というのはそういう意味を持つのかということ
が、初めて住民の方にもおわかりいただけるんだ
ろうと思います。いろいろな話をもっとしたいの
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ですけれども、はしよって申し上げているんです
が、要はそういうことでありまして、分権とは単
なる役所の中のコップの中の嵐みたいな話では決
してないわけです。自分たちの身の回りに直接か
かわる行政サービスのあり方、行政サーピスと税
金の関係、そういったことがもっと身近に見えて
きて、それがさらに公正、透明化ということが進
めば、一層クリアに、オープンになってきて、さ
らに住民参加手続が充実すれば、自分たちの意見
も反映できる。そういう仕組みになれば、行政も
はるかに身近なものになり、しかも地域の特性を
反映した行政ができるようになる。これが決定的
な違いです。
分権で何が変わるのか
さて、レジ、ユメの1の3)のところで「分権で
何が変わるのか」と書きまして、「全国画一的・
縦割り的・一方的・ディジタル的な国家行政スタ
イルjと、「地域個性反映的、総合的、合意形成
的、アナログ的な自治体行政スタイルJと書いて
あります。これだけお読みになってもなかなかお
わかりになりにくいかもしれませんけれども、こ
れまでの自治体行政というのは、ほんとうに自治
体らしい仕事の中身というより、仕事の仕方をで
きない仕組みの中に置かれてきていた。どうして
も明治以来の中央集権で、すべてが東京の霞ヶ関
で決定する方式のもとに置かれてきた。そして国
の行政というのは、どうしても全国画一的になら
ざるを得ないわけです。北海道から沖縄まで、一
定のルールをつくったら、きちっとそれでやるし
かない。そのほうが効率的ですし、追いつけ追い
越せ時代にはそのほうがよかった。これは必然的、
本質的なものです。
それから、各省庁はそれぞ、れの事項を縦割り的
に考えます。何がベストかという判断を霞ケ闘が
するというのは、まさに縦割り的に何がベストか
ということをやるわけです。これまた必然的なこ
とです。そして、そうやって決まったことを一方
的に地方に下ろしてきます。これはもう自分たち
が一番物事をよく見て、情報網を持っていて決め
たんだからといって、それが上から押しつけられ
ることになる。そして、それはしばしばイエスか
ノーか、適法か、違法か、権利があるかないかと
いうような、いわゆるディジタル的というのはそ
ういう意味ですけれども、黒か白か的なルールで
提供されてくる。こういうのが明治以来の行政ス
タイルだ‘ったわけです。
これに対して、自治体のスタイルというのは、
一ほんとうのあるべき自治体のスタイルですよ、
今の東京都政とか市町村行政がそうなっているか
どうかは問題なんですけれども一本質的にこれは
地域に立脚していますから、地域個性反映的にな
らざるを得ない。東京都の行政と、過疎で悩む、
もうお年寄りばかりになってしまったような山村
に同じ行政需要があるわけがないわけで、これは
地域差、個性差が出てくるのは当然であります。
それから、人間というのは縦割り的に存在してい
るわけではないのであって、 1人の人間が行政に
対して持つ欲求というのは、体の半分は厚生省に
対応して、こっちの半分は環境庁と、そうはいか
ないわけであって、総合的なものです。どうして
も総合行政として対応していかざるを得ない。自
治体行政というのは総合行政にならなければなら
ないはずなんだけれども、これが縦割りルールの
もとで非常に不自由に押さえつけられていた。次
に合意形成的と書きましたけれども、自治体行政
というのは目に見える、地域住民が住んでいると
ころでやるわけですから、震ケ関で抽象的に国民
の利益一般を考えて事柄を決定するのとはわけが
違って、都道府県のレベルというよりも、市町村
のレベルになったら、ほんとうにいろいろな利害
が具体的に存在しているところで、もともと役所
が一方的に決めたから、それで動くという話では
ないわけです。どうしてもいろいろな人の意見を
聞いて、合意を形成しながらやっていかざるを得
ない。したがって、必然的に黒か白か、 100かO
かの世界ではなくて、 70対30とか、あなたの言う
ことももっともだけれど、少しは譲ってというよ
うな行政指導とか、そういうことで今やられてい
るディジタル的に対して言えば、アナログ的な行
政スタイルにならざるを得ないわけです。
もう時間もありませんので、あとははしよりま
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すが、今までこういう自治体の行政スタイルとい
うのは、何かけしからんことのように言われてき
たんです、国の行政スタイルからはみ出すもので
すから。裁判になったりすると、違法だというこ
とになりがちだ、ったんですけれども、実はそうい
うことをきちんと、ほんとうに自治体が自信を持っ
てやれるようにさせるというのが大きな分権の役
割なんです。
今までのお話でも、例えば窒素酸化物の規制な
んていうのも、これは全国にある問題ではないん
です。東京とか大阪とか、ほんとうに大都市で、
自動車がものすごく多いところに集中的にあらわ
れてくる公害問題です。これは全国ルールでやる
というのではなくて、まさにもっと自治体に任せ
てやればいし3。しかも、公害担当部局だけがやれ
ば済む話ではない。自動車の公害ですから、広く
都市の構造そのものにかかわってくる。要するに、
総合的に東京のルールをつくってやっていかざる
を得ない。こういう例はいくらでもあげられるの
ですが、あとは全部省略します。ともかくそうい
うふうに各自治体が、例えば東京都ならば東京都
らしい行政スタイルを確立できる。区市町村もそ
れぞれの区市町村で、港区方式だとか、目黒区方
式だとか、そういうのができてくるということが
望ましい。
先ほどご質問がありましたが、分権化すると、
ぱらぱらになってしまって、行政の効率性、行政
改革という趣旨に反するのではないかと。なるほ
ど、そういう面も出てくるかもしれませんね。分
権は行政の効率化と完全に一致するわけではなさ
そうです。しかしまた、完全に矛盾するわけでも
なさそうです。集権的システムに特有の多くのム
ダがなくなるはずですから。そこは非常に微妙な
問題で、多くの時間を費やして議論すべきところ
でしょうけれど、結論としては、効率性も大事だ
けれども、なおかっこの分権の価値というのは、
単なる効率性のはかりだけではばかれないもっと
大事なものだろうと思います。
なぜ分権改革が必要なのか
この点は、飛ばしてしまいましたけれども、 1
の2)のところに書いてある、「なぜ分権改革が
必要なのか」という基本問題にかかわります。明
治維新、戦後改革に次ぐ「第三の改革Jである。
以下、政治改革、行政改革、いろいろ書いてあり
ますけれども、これは要するに、全部霞ヶ関の改
革ということにかかわるわけです。しかし、それ
だけではない。「地域の自律ということの憲法原
理的な意味」というふうに書きました。これは説
明をしている時聞がないのですが、行政と住民の
関係の基本的なあり方に関わることです。地域の
ことは地域で自律的に、まさにみずからを律する
形で決めていく。国がつくったルールや、自治体
政府としての都庁や区役所がつくったルールをそ
のまま受けとめるだけで、住民は単なる行政サー
ビスのお客さんにすぎないといった考え方ではな
くて、 21世紀社会においては、まさに人間の尊厳
の根本にかかわる話として、人間が人間らしくあ
るためには、まさに自分のことは自分で決定でき
るーいわゆる自己決定権というのが人権思想の中
核になってきておりますけれども、ほほ同じよう
に、地域のことは地域で決めるという、地域の自
己決定権というものが、単に行政改革というレベ
ルの話を超えて、人聞が人間らしくあることの本
質に結びついてくる時代になってくるのではない
かと思います。そういう極めて基本的な価値にか
かわる問題ではないかということを、指摘してお
きたいと患います。
首都機能移転論への疑問
そういう分権改革の原理的な必要性、現実的な
必要性という視点を基礎に置いて、東京に密接に
かかわると思われる首都機能移転論なるものを見
てみますと、いろいろ疑問が出てきます。その趣
旨は先ほど申し上げたとおりで、一番申し上げた
いことは、レジ、ユメの2のところの一番下の 4) 
で、首都機能の移転という話は、そもそも一体だ
れが、どんな手続で決められることなんだろうか
という、移転計画の中身の話とは別に、手続の話
というものをぜひ考えておいていただきたい。そ
れを申し上げたいのが一番のねらいです。もちろ
ん苫小牧がいし、か悪いかとかそういう話は注意を
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引きますし、それはそれでもちろん大事かもしれ
ません。また60万人だとか、 9，000ヘクタールだ
とか、それはまた変わるかもしれない。そういう
話はそれであり得るでしょうけれども、一体それ
は国の法律に基づいて、何らかの審議会が、えい
やっと決めてしまえる話なのかどうか。そこは十
分慎重であってほしいと，思っております。
それが一番申し上げたいポイントですけれど、
その前に書いてありますことは、さっき大西さん
もまさに指摘されたとおり、一体移転すべき首都
機能とは何なのかというのが一向にはっきりしな
い。実は、びっくりされるかもしれませんけれど
も、首都という言葉が法律上使われている例はほ
とんどないんです。首都圏という言葉は法律上使
われていますけれども、ましてや、東京を首都で
あると明言した法律の条文があるわけでもない。
では首都とは何か。仮に東京が首都であるとして
も、それはどこが首都なんだと。常識的には、か
つての東京市、今でいえば結局、その発展的形態
である23区のあたりが首都なのかなという程度の
話でありまして、いや、都心3区だけが首都だと
か、槍原村まで全部首都だというようないろいろ
な議論は可能は可能ですけれども、一向にはっき
りしていない。
それはともかくとして、しかし、首都機能とい
うと一体何なのかというのは、さらにはっきりし
ない。しかし、途中の議論をはしよって結論的に
申しますと、これはおそらく大西さんの議論と基
本的に一致することになるのかなと思いますけれ
ど、首都機能移転とは、基本的に開発途上国型の
発想なのではないかと思われます。首都というも
のがまず国の中で一番大事で、そこをしっかりつ
くって、それで回全体を引っ張っていく。そうい
う意味で、大首都をつくらなければいかんという
発想というのは、 19世紀、 20世紀には、あるいは
開発途上国においてはなお有効なのかもしれない
けれども、既に成熟型の社会になってきているは
ずの日本において、今さらという感じがします。
それから、前にもご指摘があった、インターネッ
トですべてつながっているというような時代に、
新たに古典的な意味での大首都を建設して、広大
な規模で大勢の人聞が移るという発想自体が、そ
もそも時代おくれになってしまっているのではな
いかということを、これは多くの方が指摘されて
いるところだろうと思います。
さらに首都機能を移転することによって東京の
大都市問題は解決されるのかどうか。この辺はも
う既に、東京都の政策報道室などで調査をした結
果がいろいろに公表されています。必ずしも60万
人がお引っ越しされたからといって解決するわけ
では、どうもなさそうである。あるいは東京都と
か、特別区とかいった制度は一体どうなるんだろ
うか。実は「都jという制度は一般的な制度で、
県などと同じように、全国どこにでもあり得る制
度だということにはなっています。神奈川県が都
になるとか、大阪都とか、つくろうと思えばつく
れないわけではないんですけれども、しかし、歴
史的にはこれは首都としての東京都に適用するた
めにつくられた制度であって、普通の府県と市町
村の関係と異なって、都と特別区という制度がで
き上がっているわけです。そういう大都市制度な
んですけれども、これは一体どうするつもりなの
かと。そういうあたりも一向にイメージがわきま
せん。
言い出したら切りがないのですが、簡単に申す
ならば、首都機能移転論者のおっしゃることと、
分権推進論の立場の議論とは、問題意識は基本的
には共通しているんです。明治以来の集権的な国
家制度を何とかしなければいかん。それは同じな
んです。首都機能移転を言う方は、そういう分権
推進が大事だ。分権推進に役立つから首都移転を
しようと言っておられるわけですけれども、これ
はほんとうにそうなんだろうか。先ほどの大西さ
んの話でも、ヲlっ越しをするわけです。引っ越し
をするときには、身の回りをきれいにしてから引っ
越しするはずだから、まずヲlっ越しすることだけ
決めようやと言っているようなものですね。
もうちょっと別な比峨を使えば、例えば大学生
がほんとうはきちんと勉強しなければいけないの
に、今の下宿にいるとついテレビばかり見てしまっ
たり、パチンコばかりやったり、どうも生活が自
堕落になってしまう。だから、この辺で自分の生
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活習慣を変えなければならん。変えなければなら
んけれども、今の場所だと、どうも前の習慣をい
ろいろ引きずっているから、この際、アパートを
かえて、引っ越して、そこへ行ったら生活習慣が
きちっとなるだろうと決心したみたいなものです
ね。これは本人の気分としてはわかるんですけれ
ども、そもそも生活習慣を変える決心がつくなら
ば、今いる場所で生活習慣を変えるということが
まず必要であり、可能でもあるわけで、引っ越し
たら当然に生活態度が変わるというものではない
わけです。
あまりいい比輸ではなかったかな。しかし、首
都機能を移転したら当然に分権ができるというも
のではないですね。分権をするには制度の大改革
をする必要があるし、規制緩和をするには、規制
緩和の法制度改革をしなければならないわけです。
それはそれとしてやらなければならいわけで、ゃっ
たらできるわけであるから、そうだとしたら、首
都機能移転というのは、いわばおまけみたいなも
のになってしまうわけです。首都機能移転をした
ら、必然的にその他の改革ができるというもので
はない。そこの論理的な無関係さというのは一応
押さえておく必要があるだろうと思います。
分権の推進と自治活性化
そこで最後に申し上げたいことは、やっぱり首
都機能ではなくて、地道だけれど、目に見えない
けれど、しかし、一番大事なのは分権推進だとい
うのが結論ということになります。それでは、東
京都において自治が活性化するというのは具体的
にはどういうことかということです。東京都とい
う役所は相当に巨大でありまして、しかも、これ
までの制度のもとでは半分以上は国の仕事を下請
けでやっていたわけです。都庁というのも国の役
所みたいなところがあったわけですけれども、い
よいよ歴史上初めて、ほんとうの自治体としてこ
れから仕事ができる、そういう条件整備がなされ
ると思います。この12月の20日ごろには、国の地
方分権推進委員会で、いよいよこういう方向で分
権改革しなさいという指針勧告が出るはずです。
それでまだ終わりではないんですけれども、機
関委任事務という、これはまた諸悪の根源みたい
な制度を改革すべきだということを中心にした勧
告が出るはずです。しかし、そういう国の勧告が
出たら、あとは放っておいても分権になるかとい
うと、とてもそんな簡単な話ではない。国と自治
体の関係では、権限がおりてくる、財源がおりて
くる。ほんとうに財源がおりてくるかどうか心配
なところがありますけれども、その改革がなされ
たとしても、今度は都道府県と市町村、東京都で
いえば都と区市町村の関係をどうするのか。これ
は大問題です。まだ実際によくわからない問題は
いっぱいあります。今までは何となく、市町村が
一番下で、上に都があって、一番上に国があると
いう上下の関係のイメージを皆さんはお持ちだろ
うと思うんですけれども、これが今度はほんとう
に対等の関係になるはずです。自治体としての東
京都と自治体としての区市町村の聞に、当然の上
下関係はないということになってくると、一体両
者はそれぞれどういう役割を担うべきなのか。ど
ういう関係に立つべきなのか。
もちろん原則は区市町村が優先ということでしょ
うね。ほんとうに末端の基礎自治体である区市町
村が元気にならない分権改革なんて意味ないわけ
ですから、それは基本でしょう。しかし、広域的
な行政課題というのはいくらでも残っているわけ
ですから、それに対して広域の自治体である東京
都という大きな役所が果たすべき役割、これはま
たいっぱいあるわけですし、今までは国が直轄で
やっていたような、郵政省とか運輸省とか、ああ
いうところが直轄でやっていたような仕事もどん
どん分権化させて、東京都は新しい役割をいっぱ
い今後も引き受けることになるんだろうと思いま
す。その上での新しい都と新しい区市町村と、そ
して住民との関係の問題、実はこれは法制度的に
一きょうは触れられませんけれども、難しい問題
はいっぱいあります。
つい先日、東京都の研究会で、都から区市町村
への分権のあり方検討委員会という委員会の中間
まとめを発表したところですけれども、これは私
も参加していたのですが、日本全国どこでも、ま
だだれも議論していない、教科書に答えが書いて
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いないような問題が実にたくさんあります。そう
いう意味で、しかし、これは固に答案を書いても
らって、そのうち国が法律をつくってくれるだろ
うで済む話ではないわけで、まさに自治体として
の東京都が、あるいは区市町村が率先して考えて
いくべき問題だろうと思います。全国の自治体も、
それを東京都に期待しているだろうと思います。
やっぱり時間的に無理がありましたが、ぼやい
ても仕方がありませんので、以上をもって中途半
端ながら私の話を終えることにいたします。集権
のシンボルではなくて、分権のシンボルとしての
東京都という可能性、チャンスは大いにあるので
はないかということを、私からのメッセージにし
たいと思います。どうもご清聴ありがとうござい
ました。
6.閉会あいさつ
福岡峻治
もう時間はいくらもございませんが、 5分ぐら
いいただきまして、お急ぎの方はいらっしゃるか
と思いますが、質問を 1問だけお受けしたいと思
います。先ほどの行革と分権化のお話については、
お二方の先生からそれぞれ触れられたと思います
のでご容赦をいただきまして、そのほかのご質問
がおありの方は、ちょっと手を挙げていただけま
せんでしょうか。いらっしゃいませんか。
それでは、ございませんようですので、本日の
講演会はこれで終わらせていただきます。
なお、本日の講演会の記録につきましては、例
年どおり、来年ないしは来年度発行予定の、私ど
もの総合都市研究という紀要がございまして、そ
ちらのほうで公表する予定でございます。本庁舎
の3階の情報センターのほうでも入手できる形に
なっておりますので、ご利用いただければ幸いで
ございます。
本日はどうも、長時間にわたりましてご清聴い
ただきまして、まことにありがとうございました。
以上をもって終わりにいたします。
一一了一一
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